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１．経営成績等の概況

（１）連結経営成績に関する分析 

①当期の経営成績

当期の世界経済は順調な成長が続きました。海外では、米国景気が設備投資や個人消費の堅調で着実な足取りを見

せ、中国経済も輸出の増勢やインフラ投資が下支えとなり、安定した成長を遂げました。また、欧州も生産の持ち直

しが設備投資に波及する等、景気は拡大基調を辿りました。国内では、一部部品の供給が逼迫し、また人手不足が深

刻化する等、供給面での制約はあるものの、世界経済の回復にも支えられ、息の長い景気拡大が続きました。

当社グループの事業環境は、国内において、景気は業界毎や同一業界内でも企業毎にまだら模様であるものの、お

客様での戦略的な設備投資の拡大基調に支えられたため、順調でありました。また、海外でも、米国において自動車

業界の設備投資が活発化、中国でもインフラ投資が底入れを見せる等、総じて堅調でありました。

こうした情勢を踏まえて、当期の受注高は、対前連結会計年度8,111百万円増加の108,186百万円（前連結会計年度

比8.1％増）、売上高は同9,182百万円増加の104,231百万円（同9.7％増）、受注残高は、同4,509百万円増加の38,601

百万円（同13.2％増）となりました。収益については、原価率の上昇により営業利益は、89百万円減少の4,798百万円

（同1.8％減）となりました。経常利益は、持分法による投資利益の増加等で、同149百万円増加の5,994百万円（同

2.6％増）を計上し、また、固定資産売却益等により、親会社株主に帰属する当期純利益は、同2,671百万円増加の

6,030百万円（同79.5％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

〔鋳造分野〕 

売上高は、国内では主力の造型装置や砂処理装置が低調でしたが、国内外に渡り自動車メーカー向けの軽量化や環

境対応した装置・部品が好調に推移し、海外では上記に加え、中国やインドで引合が活発な中、中国ローカル企業向

けの造型装置、注湯装置が順調であったため、同3,716百万円増加の35,721百万円（前連結会計年度比11.6％増）とな

りました。営業利益は、原価率の上昇が響き同223百万円減少の1,185百万円（同15.9％減）となりました。なお、当

セグメントの受注高は、同3,725百万円増加の35,952百万円（同11.6％増）、受注残高は、同1,300百万円増加の

18,432百万円（同7.6％増）となりました。

 

〔表面処理分野〕 

売上高は、機械装置については、台数ベースで前期並みを維持し、順調でありました。また、部品・消耗品や機械

の改造が、昨年度までの機械装置の販売増や、国内外ユーザーの設備稼働率が高水準となったことを背景に増勢が続

いた結果、同3,084百万円増加の44,284百万円（同7.5％増）となりました。営業利益は、原材料価格の上昇が大きく

響いたことにより、同533百万円減少の3,548百万円（同13.1％減）となりました。なお、当セグメントの受注高は、

同3,940百万円増加の44,859百万円（同9.6％増）、受注残高は、同617百万円増加の7,042百万円（同9.6％増）となり

ました。

 

〔環境分野〕 

売上高は、集塵機が安全対策や環境意識の高まりとともに、幅広い業界でニーズがあったほか、高水準の設備稼働

率を背景に部品・メンテナンスの売上高も伸長し、堅調に推移した結果、同463百万円増加の11,082百万円（同4.4％

増）となりました。営業利益は、機械原価率の改善と部品・メンテナンスの伸びに支えられたことにより、同587百万

円増加の1,219百万円（同93.0％増）となりました。なお、当セグメントの受注高は、同23百万円増加の10,563百万円

（同0.2％増）、受注残高は、同134百万円減少の2,867百万円（同4.5％減）となりました。

 

〔搬送分野〕 

売上高は、工作機械、ロボットメーカーや物流・流通業界向けのリフトを中心に底堅い推移となり、同509百万円増

加の6,725百万円（同8.2％増）となりました。しかしながら、営業利益は、北米における装置の採算悪化の影響もあ

り、同138百万円減少の248百万円（同35.7％減）となりました。なお、当セグメントの受注高は、同584百万円減少の

6,799百万円（同7.9％減）、受注残高は、同107百万円増加の2,182百万円（同5.2％増）となりました。

 

〔特機分野〕 

売上高は、自動車業界におけるＨＶ，ＥＶ化の進展を受け、電動シリンダ及びプレス装置が堅調な伸びとなったほ

か、二次電池装置やインバーター関連検査装置の売上高が過去最高となり、同1,454百万円増加の7,492百万円（同

24.1％増）となりました。営業利益は、売上高の増加に伴い、同166百万円増加の275百万円（同152.2％増）となりま

した。なお、当セグメントの受注高は、同1,006百万円増加の9,874百万円（同11.4％増）、受注残高は、同2,618百万

円増加の8,076百万円（同48.0％増）となりました。

- 2 -

新東工業㈱（6339）　平成30年３月期　決算短信



 

②次期の見通し 

今後の経済見通しにつきましては概ね順調と見込まれます。海外では、米国において減税やインフラ投資促進の影

響で成長の加速が期待されます。中国も国内の官民需要に支えられ高めの成長が見込まれ、欧州でも、個人消費の回

復と輸出の増加が成長ベースを押し上げるとみられています。国内においても、東京オリンピックを控えたインフラ

建設の盛り上がりや、輸出の増加を起点に生産活動が回復傾向で推移するとみられ、景気が堅調に続くと予想されま

す。 

当社グループの事業環境につきましては、海外では米国・中国において企業の投資マインド改善などを背景に、設

備投資の回復傾向が続くものと思われます。国内でも、景況感は引き続き底堅く、また、企業業績の改善傾向も続い

ていることから、設備投資が大・中堅規模の製造業を中心に増勢を辿ると予想されます。 

但し、地政学リスクの高まりや保護貿易的な政策の広がりに伴う先行き不透明感、円高の進行、人件費の上昇に伴

うコストの増加懸念等が、企業マインドに及ぼす影響には留意が必要です。 

 

かかる状況を踏まえて、次期の業績予想を次のとおりといたします。 

連結売上高    105,000百万円

連結営業利益    5,400百万円

連結経常利益    6,300百万円

連結当期純利益   5,200百万円

（注）次期の業績予想につきましては、当期の状況及び現時点で当社が入手可能な情報によって判断できる景気、 

      需要動向等に基づいており、今後発生する事業環境の変化によっては、これと異なる業績結果となり得ること

      をご理解願います。

 

(２）財政状態に関する分析

①当連結会計年度末の資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産合計は、受取手形及び売掛金の増加等により、前連結会計年度末に比べ22,074百万円増加

し、164,833百万円となりました。

負債合計は、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ12,754百万円増加し、63,738百万円となりまし

た。

純資産合計は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べ9,319百万円増加し、101,095百万円となりまし

た。

 

②キャッシュ・フローの状況に関する分析 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ6,641百万円増加し

て、33,282百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及びその要因は、次のとおりであります。 

 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 当連結会計年度において、営業活動によって得られた資金は6,195百万円となりました（前連結会計年度は7,765百万

円の収入）。これは、税金等調整前当期純利益8,833百万円や前受金の増減額による増加4,778百万円等の資金の増加要

因があったことによるものであります。

 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

 当連結会計年度において、投資活動により支出した資金は1,170百万円となりました（前連結会計年度は1,551百万円

の収入）。これは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,890百万円等の資金の減少要因があったこ

とによるものであります。

 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

 当連結会計年度において、財務活動により得られた資金は1,069百万円となりました（前連結会計年度は1,388百万円

の支出）。これは、長期借入金の返済による支出6,914百万円等の資金減少要因があったが、長期借入れによる収入

10,000百万円等の資金の増加要因もあったことによるものであります。
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(３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

株主の皆様への利益配分は重要な経営課題の一つとの認識で、中長期的視野による財務体質と経営基盤の強化に

配慮しつつ、一定レベルでの安定的かつ継続的な配当に加え、財務状態、利益水準を総合的に勘案して拡充してま

いります。

内部留保金は、中長期的視野に立ったグローバルな事業展開及び成長が期待出来る事業分野への優先的な投資への

活用と併せて、経営体質強化、株主還元のために有効活用してまいる所存であります。

当期の利益剰余金の配当につきましては、期末配当金を１株当たり11円とし、すでに実施済みの中間配当金１株

当たり10円と合わせて、年間配当金は21円を予定しております。なお、期末配当金は、定款の規程に基づいて、本年

５月22日開催の取締役会の決議により決定する予定であります。

また、次期の利益配当につきましては、１株当たり中間配当金11円、１株当たり期末配当金11円の年間配当22円

を予想しております。

 

(４）事業等のリスク 

最近の有価証券報告書（平成29年６月23日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないため、開示を

省略しております。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、会計基準について、期間比較可能性等を考慮し日本基準を適用しております。

 なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、今後の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針で

あります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 29,037 35,769 

受取手形及び売掛金 34,168 37,555 

有価証券 3,900 4,111 

製品 2,816 3,498 

仕掛品 6,042 8,686 

原材料及び貯蔵品 3,311 3,914 

繰延税金資産 878 944 

その他 1,244 2,341 

貸倒引当金 △540 △366 

流動資産合計 80,859 96,455 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 25,524 25,681 

減価償却累計額 △13,586 △14,301 

建物及び構築物（純額） 11,937 11,380 

機械装置及び運搬具 25,677 26,720 

減価償却累計額 △19,824 △20,913 

機械装置及び運搬具（純額） 5,853 5,807 

土地 7,241 7,351 

リース資産 751 790 

減価償却累計額 △405 △443 

リース資産（純額） 345 347 

建設仮勘定 264 207 

その他 4,672 5,049 

減価償却累計額 △3,904 △4,200 

その他（純額） 767 848 

有形固定資産合計 26,410 25,942 

無形固定資産    

のれん 651 2,554 

リース資産 138 80 

その他 2,945 3,174 

無形固定資産合計 3,735 5,810 

投資その他の資産    

投資有価証券 29,355 31,952 

繰延税金資産 491 469 

退職給付に係る資産 1,008 1,916 

その他 915 956 

貸倒引当金 △18 △46 

投資その他の資産合計 31,752 35,248 

固定資産合計 61,899 67,001 

資産合計 142,759 163,457 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 14,218 17,668 

短期借入金 8,083 1,642 

リース債務 192 167 

未払法人税等 1,154 751 

賞与引当金 1,883 1,914 

役員賞与引当金 115 105 

プラント保証引当金 290 399 

受注損失引当金 117 462 

前受金 4,990 8,727 

その他 4,341 5,435 

流動負債合計 35,388 37,274 

固定負債    

長期借入金 7,821 17,223 

リース債務 313 285 

繰延税金負債 5,621 5,826 

役員退職慰労引当金 358 260 

環境安全対策引当金 72 58 

退職給付に係る負債 747 849 

資産除去債務 102 102 

その他 557 481 

固定負債合計 15,594 25,086 

負債合計 50,983 62,361 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,752 5,752 

資本剰余金 6,238 6,271 

利益剰余金 67,755 72,771 

自己株式 △1,476 △1,477 

株主資本合計 78,269 83,317 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 8,869 10,618 

為替換算調整勘定 290 1,297 

退職給付に係る調整累計額 237 435 

その他の包括利益累計額合計 9,397 12,351 

非支配株主持分 4,108 5,427 

純資産合計 91,775 101,095 

負債純資産合計 142,759 163,457 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 95,048 104,231 

売上原価 67,099 75,475 

売上総利益 27,949 28,755 

販売費及び一般管理費 23,061 23,956 

営業利益 4,887 4,798 

営業外収益    

受取利息 119 91 

受取配当金 515 541 

為替差益 139 104 

持分法による投資利益 157 309 

その他 333 434 

営業外収益合計 1,265 1,480 

営業外費用    

支払利息 155 153 

寄付金 50 42 

その他 102 88 

営業外費用合計 308 285 

経常利益 5,844 5,994 

特別利益    

固定資産売却益 103 3,335 

投資有価証券売却益 54 97 

その他 0 - 

特別利益合計 157 3,433 

特別損失    

固定資産売却損 20 2 

固定資産廃却損 14 7 

減損損失 771 560 

投資有価証券評価損 99 - 

段階取得に係る差損 - 24 

特別損失合計 906 594 

税金等調整前当期純利益 5,095 8,833 

法人税、住民税及び事業税 1,887 1,581 

法人税等調整額 △156 △514 

法人税等合計 1,730 1,067 

当期純利益 3,364 7,765 

非支配株主に帰属する当期純利益 6 1,735 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,358 6,030 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 3,364 7,765 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,559 1,758 

為替換算調整勘定 △1,310 990 

退職給付に係る調整額 472 198 

持分法適用会社に対する持分相当額 △165 170 

その他の包括利益合計 555 3,118 

包括利益 3,920 10,884 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 4,036 8,983 

非支配株主に係る包括利益 △115 1,900 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,752 6,238 65,304 △1,475 75,819 

当期変動額          

剰余金の配当     △907   △907 

親会社株主に帰属する当期
純利益     3,358   3,358 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         - 

当期変動額合計 - - 2,450 △0 2,449 

当期末残高 5,752 6,238 67,755 △1,476 78,269 

 

             

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 7,314 1,641 △235 8,720 4,360 88,899 

当期変動額            

剰余金の配当           △907 

親会社株主に帰属する当期
純利益           3,358 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1,555 △1,350 472 677 △251 426 

当期変動額合計 1,555 △1,350 472 677 △251 2,875 

当期末残高 8,869 290 237 9,397 4,108 91,775 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,752 6,238 67,755 △1,476 78,269 

当期変動額          

剰余金の配当     △1,014   △1,014 

親会社株主に帰属する当期
純利益     6,030   6,030 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動   33     33 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         - 

当期変動額合計 - 33 5,015 △1 5,047 

当期末残高 5,752 6,271 72,771 △1,477 83,317 

 

             

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 8,869 290 237 9,397 4,108 91,775 

当期変動額            

剰余金の配当           △1,014 

親会社株主に帰属する当期
純利益           6,030 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動           33 

自己株式の取得           △1 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 1,748 1,006 198 2,953 1,318 4,271 

当期変動額合計 1,748 1,006 198 2,953 1,318 9,319 

当期末残高 10,618 1,297 435 12,351 5,427 101,095 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 5,095 8,833 

減価償却費 2,655 2,782 

減損損失 771 560 

賞与引当金の増減額（△は減少） △169 27 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △10 

受注損失引当金の増減額（△は減少） △7 334 

プラント保証引当金の増減額（△は減少） △17 109 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 △169 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 34 △105 

退職給付に係る資産及び負債の増減額（△は減

少） 
△422 △565 

受取利息及び受取配当金 △635 △632 

支払利息 155 122 

為替差損益（△は益） △151 51 

持分法による投資損益（△は益） △157 △309 

有形固定資産処分損益（△は益） △63 △3,326 

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 25 △101 

売上債権の増減額（△は増加） 1,411 △2,411 

たな卸資産の増減額（△は増加） △629 △3,303 

仕入債務の増減額（△は減少） △790 3,079 

前受金の増減額（△は減少） 2,311 3,369 

その他 30 △829 

小計 9,427 7,504 

利息及び配当金の受取額 727 760 

利息の支払額 △161 △126 

法人税等の支払額 △2,228 △1,942 

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,765 6,195 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △11,504 △3,365 

定期預金の払戻による収入 16,916 2,546 

有価証券の取得による支出 △1,603 △800 

有価証券の売却及び償還による収入 1,420 1,992 

有形固定資産の取得による支出 △2,327 △2,279 

有形固定資産の売却による収入 171 3,512 

無形固定資産の取得による支出 △871 △560 

投資有価証券の取得による支出 △763 △654 

投資有価証券の売却及び償還による収入 89 332 

貸付けによる支出 △20 △22 

貸付金の回収による収入 9 7 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
- △1,890 

その他の投資の増減額（△は増加） 35 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,551 △1,170 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 322 △696 

長期借入れによる収入 215 10,000 

長期借入金の返済による支出 △691 △6,914 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △207 △194 

非支配株主への払戻による支出 - △7 

自己株式の取得による支出 △0 △1 

配当金の支払額 △908 △1,014 

非支配株主への配当金の支払額 △118 △100 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,388 1,069 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △153 547 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,774 6,641 

現金及び現金同等物の期首残高 18,865 26,640 

現金及び現金同等物の期末残高 26,640 33,282 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 45社

主要な連結子会社の名称

株式会社メイキコウ、新東エスプレシジョン株式会社、ハインリッヒワグナーシントーマシーネンファブリー

ク社、シントーアメリカ社、ロバーツシントー社、青島新東機械有限公司、シントーブラジルプロドゥトス社 

３Ｄセラム社は同社の株式を平成29年12月に取得したため、連結の範囲に含めております。 

オメガ社は同社の株式を平成30年２月に取得したため、連結の範囲に含めております。また、同社を連結の範

囲に含めたことに伴い、同社の子会社であるティンカーオメガ社他５社も連結の範囲に含めております。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

シントーインドネシア社 

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社10社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外し

ております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用の非連結子会社数 9社

主要な会社等の名称

シントーインドネシア社 

(2)持分法適用の関連会社数 6社

主要な会社等の名称

レンぺメスナーシントー社 

株式会社トップ社は平成29年７月に同社の株式を取得したため、持分法適用会社に含めております。 

ケミッシュテルミッシェプロツェステクニーク社は持分法適用会社から除外しております。 

オメガサネ社はオメガ社を連結の範囲に含めたことに伴い、持分法適用関連会社に含めております。 

(3)持分法を適用しない非連結子会社等の名称 

キャセイアジアパシフィック社 

（持分法を適用しない理由）

 持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、在外連結子会社27社の決算日は平成29年12月31日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

 

４．会計方針に関する事項 

最近の有価証券報告書（平成29年６月23日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しており 

ます。
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（追加情報）

（役員報酬ＢＩＰ信託） 

 当社は、取締役（社外取締役を除く。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1)取引の概要

 当社は、平成27年６月24日の第118回定時株主総会決議に基づき、中期的な企業価値増大への貢献意欲を高めることを

目的に、透明性及び客観性の高い役員報酬制度として、企業価値連動型の株式報酬制度である役員報酬ＢＩＰ信託を導入

いたしました。

 本制度は、平成28年３月末日で終了する事業年度から平成30年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度（以下

「対象期間」という。）（※）を対象として、企業価値の増大に応じて、対象期間終了時の一定時期に、役員報酬として

当社株式等の交付等を行う制度です。交付する当社株式等は、役位ならびに対象期間中の資本効率の改善度及び業績目標

の達成度等に応じて定めておき、対象期間を通じて資本効率が一定の改善度等に達した場合のみ、対象期間終了後の一定

時期に、役員報酬として当社株式等の交付等を行います。

 ただし、対象期間を通じて一定の資本効率の改善度等に達しない場合は、本制度対象者へ当社株式等の交付等を行うこ

とはありません。

 （※）信託期間の満了時において信託契約の変更及び信託追加を行うことにより、信託期間の延長が行われた場合に

    は、以降の各３事業年度をそれぞれ対象期間とします。

 

(2)信託に残存する自社の株式

 信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、179百万円、165,200株でありま

す。
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報 

１．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社グループは、事業部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「鋳造分野」、「表面処理分野」、

「環境分野」、「搬送分野」、「特機分野」の５つを報告セグメントとしております。

 「鋳造分野」は、鋳型造型装置、鋳物砂処理装置、粉粒体処理装置及び鋳造分野部分品等の製造・販売を行っており

ます。「表面処理分野」は、ショットブラストマシン、表面処理分野部分品及び投射材・研磨材等の製造・販売を行っ

ております。「環境分野」は、集塵装置、脱臭装置、水処理装置及び環境分野部分品等の製造・販売を行っておりま

す。「搬送分野」は、昇降装置、コンベヤ及び搬送システム等の製造・販売を行っております。「特機分野」は、検

査・測定装置、サーボシリンダー、ハンドリングロボット及び、セラミックス製品等の製造・販売を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び

振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 合計 
調整額 

（注）２ 

連結損益 
計算書 
計上額 

（注）３ 
 

鋳造 
分野 

表面処 
理分野 

環境 
分野 

搬送 
分野 

特機 
分野 

計 

売上高                    

外部顧客への

売上高 
31,493 41,199 10,150 6,181 5,877 94,903 145 95,048 - 95,048 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
511 0 468 33 159 1,173 2,940 4,114 △4,114 - 

計 32,005 41,199 10,619 6,215 6,037 96,077 3,085 99,162 △4,114 95,048 

セグメント利益 1,409 4,081 631 386 109 6,618 14 6,633 △1,745 4,887 

セグメント資産 35,846 38,954 7,866 5,832 10,151 98,651 2,341 100,993 41,765 142,759 

その他の項目                    

減価償却費 780 1,392 163 72 148 2,557 57 2,614 28 2,643 

持分法適用会社への

投資額 
3,673 1,216 15 - 648 5,552 - 5,552 - 5,552 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
729 1,092 236 49 345 2,454 140 2,594 821 3,415 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生

           事業等を含んでおります。 

２．調整額の内容は、以下の通りであります。 

 （1）セグメント利益の調整額△1,745百万円には、セグメント間取引消去104百万円、各報告セグメントに配分 

      しない全社費用△1,849百万円が含まれております。なお、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない研 

      究開発費及び本社管理部門にかかる費用であります。 

 （2）セグメント資産の調整額41,765百万円は、主に親会社での余資運用資金（預金及び有価証券）、長期投資 

      資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等であります。 

 （3）減価償却費の調整額28百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却額28百万円であります。 

 （4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額821百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の増 

      加額850百万円、セグメント間未実現利益調整額等△29百万円であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 合計 
調整額 

（注）２ 

連結損益 
計算書 
計上額 

（注）３ 
 

鋳造 
分野 

表面処 
理分野 

環境 
分野 

搬送 
分野 

特機 
分野 

計 

売上高                    

外部顧客への

売上高 
35,207 44,242 10,697 6,692 7,255 104,095 135 104,231 - 104,231 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 
514 42 384 33 236 1,211 2,422 3,633 -3,633 - 

計 35,721 44,284 11,082 6,725 7,492 105,307 2,557 107,864 -3,633 104,231 

セグメント利益 1,185 3,548 1,219 248 275 6,477 106 6,584 -1,786 4,798 

セグメント資産 41,405 45,302 8,159 6,391 14,754 116,011 2,261 118,275 45,181 163,457 

その他の項目                    

減価償却費 742 1,381 172 70 180 2,545 62 2,610 157 2,767 

持分法適用会社への

投資額 
4,019 1,366 16 - 669 6,072 - 6,072 - 6,072 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
734 1.364 149 86 261 2.594 13 2.609 59 2.669 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生

           事業等を含んでおります。 

２．調整額の内容は、以下の通りであります。 

 （1）セグメント利益の調整額△1,786百万円には、セグメント間取引消去149百万円、各報告セグメントに配分 

      しない全社費用△1,935百万円が含まれております。なお、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない研 

      究開発費及び本社管理部門にかかる費用であります。 

 （2）セグメント資産の調整額45,181百万円は、主に親会社での余資運用資金（預金及び有価証券）、長期投資 

      資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等であります。 

 （3）減価償却費の調整額157百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却額157百万円でありま

            す。 

 （4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額59百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産の増 

      加額73百万円、セグメント間未実現利益調整額等△13百万円であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報 

  売上高

                                 （単位:百万円）

日本 中国 アジア 北アメリカ ヨーロッパ 南アメリカ 合計

58,170 7,098 8,616 11,039 7,424 2,699 95,048

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

    ２．各区分に属する主な国又は地域

        (1)アジア………………アセアン諸国・インド・台湾・韓国

        (2)北アメリカ…………アメリカ・メキシコ

        (3)ヨーロッパ…………ドイツ・トルコ・フランス

        (4)南アメリカ…………ブラジル

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載は省略しております。

 

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

  売上高

                                 （単位:百万円）

日本 中国 アジア 北アメリカ ヨーロッパ 南アメリカ 合計

60,310 8,895 10,360 14,942 6,514 3,207 104,231

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

    ２．各区分に属する主な国又は地域

        (1)アジア………………アセアン諸国・インド・台湾・韓国

        (2)北アメリカ…………アメリカ・メキシコ

        (3)ヨーロッパ…………ドイツ・ポーランド・フランス

        (4)南アメリカ…………ブラジル

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載は省略しております。
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（受注の状況）

（単位：百万円） 

 

前連結会計年度

（自 平成28年４月１日

   至 平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成29年４月１日

    至 平成30年３月31日）

区 分 受注高 構成比（％） 受注残高 受注高 構成比（％） 受注残高

鋳造分野 32,217 32.2 17,132 35,952 33.2 18,432

表面処理分野 40,919 40.9 6,425 44,859 41.5 7,042

環境分野 10,540 10.5 3,001 10,563 9.8 2,867

搬送分野 7,383 7.4 2,074 6,799 6.3 2,182

特機分野 8,868 8.9 5,457 9,874 9.1 8,076

その他 146 0.1 0 135 0.1 0

合 計 100,074 100.00 34,092 108,186 100.0 38,601

（注）当連結会計年度の受注残高については、新規連結したオメガ社他の受注残高を含めております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,646.55円 1,796.88円

１株当たり当期純利益金額 63.08円 113.26円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、期末の

     普通株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、当連結会計年度に

     おいて信託が所有する期末自己株数及び期中平均株式数は165,200株であります。

      ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 91,775 101,095

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 4,108 5,427

（うち非支配株主持分（百万円）） （4,108） （5,427）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 87,666 95,668

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
53,242,646 53,241,359

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万

円） 
3,358 6,030

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（百万円）
3,358 6,030

期中平均株式数（株） 53,243,379 53,241,986

 

- 18 -

新東工業㈱（6339）　平成30年３月期　決算短信



（重要な後発事象）

 （重要な資産の譲渡） 

当社の連結子会社である青島新東機械有限公司（当社出資比率95.0%）は、所有する固定資産を譲渡しております。 

１.譲渡の理由 

青島新東機械有限公司が旧青島百利達鋼丸有限公司を吸収合併したことに伴い、旧青島百利達鋼丸有限公司の工場用

地が遊休地となっていたため。 

２.譲渡資産の種類、譲渡前の使途 

①種類 土地使用権（中国青島経済技術開発区五台山路611号） 

②使途 遊休地 

３.譲渡の日程 

譲渡日 平成 30 年5月中旬以降 

４.譲渡価額 

 167百万元（28.3億円） 
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４．その他

役員の異動（平成30年６月22日付予定） 

 役員の異動を次の通り内定いたしました。なお、平成30年６月22日開催予定の第121回定時株主総会及びその後の 

取締役会において正式決定される予定です。 

 

①昇格予定取締役 

                   ひ  び    まさ あき 

     常務取締役  日 比  正 明 ［現 取締役 財務戦略担当 経理・財務部長］ 

 

②退任予定取締役 

                  い  ざわ   もり やす 

    現 常務取締役 伊 澤  守 康 
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